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 2023 年８月 22 日 

株式会社ＡＶＩＬＥＮ 
代表取締役 高橋 光太郎 

問合せ先： コーポレートアドミニストレーション部 

03-5823-4694 

https://corp.avilen.co.jp/contact/ 

 
当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 
１．基本的な考え方 

当社は、株主や顧客をはじめ、取引先、従業員等、あらゆるステークホルダーと良好な関係を築き、

持続的に企業価値を向上させることが経営の重要課題と捉えております。そのため、意思決定や業務

執行の迅速性を図り、経営の効率性・透明性を高めるとともに、リスク管理・コンプライアンス体制

の強化等、実効性の高いコーポレート・ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

ジャフコ SV6 投資事業有限責任組合 1,886,560 31.44 

日本郵政キャピタル株式会社 1,319,950 22.00 

株式会社大塚商会 1,140,000 19.00 

ジャフコ SV6-S 投資事業有限責任組合 471,640 7.86 

崔 一鳴 405,000 6.75 

大川 遥平 207,000 3.45 

吉田 拓馬 108,000 1.80 

高橋 光太郎 99,000 1.65 

株式会社エアトリ 90,000 1.50 

高橋 香輝 81,000 1.35 

 

 

支配株主（親会社を除く）名 ― 

 

親会社名 ― 

親会社の上場取引所 ― 

 

補足説明 

― 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 グロース市場 

決算期 12 月 

業種 情報・通信業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 
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４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

― 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

特記すべき事項はありません。 

 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 
１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 上限の定めはない 

定款上の取締役の任期 １年 

取締役会の議長 代表取締役 

取締役の人数 ５名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 ２名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

２名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

岡田 拓郎 他の会社の出身者        △    

小野 種紀 弁護士       △ △    

 ※１ 会社との関係についての選択項目 
 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 
役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

岡田 拓郎 ○ 岡田拓郎氏が 2022 年 4 月まで業

務執行者を務めていた「三菱

UFJ 信託銀行株式会社」は当社

の取引先に該当します。 

   

    

金融機関での豊富な経験

に加え、一般社団法人金

融データ活用推進協会代

表理事を務めており、金

融や金融業界のデジタル

領域に関する高い見識を

有しております。そのた

め、当社の取締役会にお

いて適時適切なアドバイ

スを頂くとともに、客観

的な立場から当社の経営

を監督頂き、当社の企業

価値の更なる向上を推進

するために適切な人材で
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あることから、社外取締

役に選任しております。

また、一般株主と利益相

反が生じるおそれがない

者と判断し、独立役員と

して選任しております。 

なお、岡田拓郎氏が業務

執行者を務めていた「三

菱 UFJ 信託銀行株式会

社」は当社の取引先に該

当しますが、2022 年 4 月

時点で退任しており、退

任より 1 年以上経過する

ため「最近において取引

先の業務執行者に該当し

ていた者」には該当して

おりません。また、取引

の規模や出資比率、性質

に照らして当社の意思決

定に際し影響を与えるお

それはありません。 

小野 種紀 ○ 小野種紀氏が 2022 年 6 月まで業

務執行者を務めていた「日本郵

政株式会社」は当社の取引先に

該当します。また、「日本郵政キ

ャピタル株式会社」は当社の株

式を 22.0％保有しており、主要

な株主に該当します。 

   

    

金融機関での豊富な経験

に加え、過去に代表取締

役社長をはじめ複数社で

取締役を務めており、企

業経営に関する豊富な経

験を有しております。そ

のため、当社の取締役会

において適時適切なアド

バイスを頂くとともに、

客観的な立場から当社の

経営を監督頂き、当社の

企業価値の更なる向上を

推進するために適切な人

材であることから、社外

取締役に選任しておりま

す。また、一般株主と利

益相反が生じるおそれが

ない者と判断し、独立役

員として選任しておりま

す。 

なお、小野種紀氏が業務

執行者を務めていた「日

本郵政株式会社」は当社

の取引先に該当します

が、2022 年 6 月時点で退

任しており、退任より 1

年以上経過するため「最

近において取引先の業務

執行者に該当していた

者」には該当しておりま

せん。なお、取引の規模

や出資比率、性質に照ら

して当社の意思決定に際

し影響を与えるおそれは

ありません。また、小野
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種紀氏が業務執行者を務

めていた「日本郵政キャ

ピタル株式会社」は当社

の株式を 22.0％保有して

おり、主要な株主に該当

しますが、2022 年 6 月時

点で退任しており、退任

より 1 年以上経過するた

め「最近において主要株

主の業務執行者に該当し

ていた者」には該当して

おりません。なお、人的

関係もなく、当社の意思

決定に際し影響を与える

おそれはありません。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

なし 

 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 上限の定めはない 

監査役の人数 ３名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

（a）内部監査と監査役の連携状況 

内部監査担当者は、内部監査計画、内部監査報告等について、常勤監査役へ報告を行い、監査役会と

緊密に連携を保持しております。 

（b）内部監査部門と会計監査人の連携状況 

内部監査担当者は、内部監査の計画・実施状況・改善事項について会計監査人（監査法人）との報告

の場を設けるとともに、会計監査人の見解を聴取するとともに必要に報じて意見を申し述べ、緊密な

連携を図っております。 

（c）監査役と会計監査人の連携状況 

監査役は、定期的に会計監査人との意見交換の場を設け、会計に関する事項はもちろん幅広く諸事項

について会計監査人の意見を聴取するとともに、必要に応じて意見の調整を図り、緊密な連携関係の

構築を努めております。 
加えて、四半期にごとに監査役会、内部監査担当者、会計監査人によって三様監査報告会を開催し、

情報共有及び意見交換を行い、効果的かつ効率的な監査の実施に努めております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 ３名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 ３名 
  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

小玉 泰子 公認会計士              

山本 飛翔 弁護士              

矢治 博之 公認会計士              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 
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 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

小玉 泰子 ○ － 公認会計士の資格を有

し、財務及び会計に関す

る相当程度の知識を有し

ていることから、当社に

おける適切な内部統制構

築における助言・提言を

期待できるため社外監査

役に選任しております。

また、一般株主と利益相

反が生じるおそれがない

者と判断し、独立役員と

して選任しております。 

山本 飛翔 ○ － 弁護士としての高度な専

門性と知識を活かし、コ

ーポレート・ガバナンス

強化のために法律面から

経営を監視していただく

ことが期待できることか

ら、社外監査役に選任し

ております。また、一般

株主と利益相反が生じる

おそれがない者と判断

し、独立役員として選任

しております。 

矢治 博之 ○ － 業務執行社員として長年

にわたる監査法人での会

計監査経験があり、公認

会計士として財務及び会

計に関する相当程度の知

見を有していることか

ら、当社における適切な

内部統制構築における助

言・提言を期待できるた

め社外監査役に選任して

おります。また、一般株

主と利益相反が生じるお

それがない者と判断し、

独立役員として選任して

おります。 

なお、2022年 12月より顧

問を務める「三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社」は当
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社の取引先に該当します

が、取引の規模や出資比

率、性質に照らして当社

の意思決定に際し影響を

与えるおそれはありませ

ん。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 ５名 

その他独立役員に関する事項 

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストックオプション制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めることを目的として導入しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役, 社外監査役, 執行役員, 従業員 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績向上に対する意欲や士気をより一層高めることを目的として、社内取締役、執行役員及び

従業員に付与しております。また、当社の経営の健全性と社会的信頼の向上を図ることを目的とし

て、社外監査役に付与しております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

報酬等の総額が１億円以上の者が存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針 
・取締役の報酬等は基本報酬より構成し、当該基本報酬は月例の固定報酬とする。 

・基本報酬の決定方法については、その報酬総額を株主総会において定め、決議された報酬総額の範

囲内で、各取締役の個別報酬額を取締役会で決議する。 
・取締役の報酬の決定に際して、職務職責や能力の状況、これまでの経験値、同業他社の状況、その

他考慮するべき事項を総合的に踏まえ、各取締役の個別報酬額を決定する。 

・各取締役の報酬額を決議する取締役会において、報酬の透明性を確保するために、社外取締役又は

監査役の適切な関与・助言等を求めるものとする。 
・業績連動報酬及び非金銭報酬については、今後適切な時期に、適切な内容及び方法による導入を検

討するものとする。また、業績連動報酬及び非金銭報酬を導入した際の種類別の報酬割合について

は、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を踏まえ決定するものと

する。 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

社外取締役、社外監査役のサポートは、コーポレートアドミニストレーション部が会議資料の事前配

布、補足説明等により行っております。 

 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制

の概要) 

１．取締役会 
取締役会は、取締役５名（うち社外取締役２名）で構成しており、議長を代表取締役とし、原則とし

て月１回の定時取締役会のほか、必要に応じ臨時開催しております。取締役会は、当社の業務執行の

決定、取締役の業務執行状況及び業績のモニタリングを行うほか、取締役会で定めたコーポレート・
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ガバナンスの基本方針に従い経営戦略、中長期的な事業計画及び内部統制体制等の審議に注力してお

ります。 

 

２．監査役会 
監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役の２名の計３名で構成され、全員が社外監査役です。

監査役会は、議長を常勤監査役とし、月１回の定時監査役会のほか、必要に応じ臨時の監査役会又は

会計監査人、内部監査部門及び社外取締役等とのミーティングを実施しております。 
常勤監査役は、取締役会その他の当社の重要な会議体及び委員会への出席並びに当社グループの役

員、執行役員及び主要な従業員との定期的なミーティング等を通じ業務執行状況を把握し、必要に応

じ意見を述べるとともに、監査役会の議長として議案の立案又は取りまとめ、定期的な常勤監査活動

の報告を行っております。各監査役は、独立した立場から経営に対する適正な監視を行い、監査役会

において情報を共有・審議し、必要に応じて取締役に対して提言・助言を行うなど、実効性ある監査

を行っております。 

 

３．会計監査人 
当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、独立の立場から会計監査を受けておりま

す。 

 

４．内部監査部門 
当社では、会社の規模が比較的小さいため独立した内部監査部門は設けておりません。当社の内部監

査は、コーポレートアドミニストレーション部部長が内部監査担当者として実施しております。ただ

し、監査の対象部署が内部監査担当者の分掌業務であるときには、代表取締役の指示を受けて他の部

署に属する者が監査業務を行っております。内部監査は、代表取締役の承認を受けた内部監査計画に

基づき実施し、監査結果は代表取締役のほか、取締役会にも直接報告することとしております。 

 

５．リスク管理・コンプライアンス委員会 
リスク管理・コンプライアンス委員会は、代表取締役の直属機関であると同時に、具体的なリスク管

理活動又は緊急時対応に関する執行機関であり、代表取締役、各部門の責任者、常勤監査役、事務局

担当者にて構成しております。議長を代表取締役とし、四半期に一度定時会を開催するほか、必要に

応じて適宜開催し、当社のリスク管理体制の構築及び運用に関する各種施策のほか、クレーム・イン

シデント事案の対応について審議し、答申しています。また、緊急事態発生時においては、対応策に

関する決定・指示機関として機能することを予定しております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、めまぐるしい環境変化の中において、継続的に企業価値を向上させるためには、経営の監視

機能及び内部統制機能の充実、コンプライアンスの徹底が重要であると認識し、機関設計として、監

査役会設置会社を選択しております。監査役会設置会社を選択した理由としては、監査役任期・独任

制維持の観点から、成長フェーズの当社において、長期安定的な体制での監査・監査役の単独権限行

使が可能な監査役会設置会社が現状におけるカバナンス強化に資すること、また、独立性の高い社外

取締役及び社外監査役を選任しており、当該体制において、取締役の相互監督及び監査役による経営

監視機能が十分に機能し、経営の適正性・健全性が確保されると考えているためであります。 

 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

議案検討のための時間を十分に確保できるように、株主総会招集通知の早期発

送に努めてまいります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

より多くの株主様が出席できるように、開催日の設定については集中日を避け

るよう留意してまいります。 

電磁的方法による

議決権の行使 

今後の検討課題としております。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

今後の検討課題としております。 
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投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

招集通知(要約)の英

文での提供 

今後の検討課題としております。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

当社のホームページの IR サイトに掲載する予定です。  

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

今後の株主構成等を勘案して検討いたします。 あり 

アナリスト・機関

投資家向けに定期

的説明会を実施 

決算発表に合わせてアナリスト・機関投資家向けの定期的

な説明会を実施する予定です。 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

今後の株主構成等を勘案して検討いたします。 あり 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

当社のホームページの IR サイトに各種 IR 資料を掲載する

予定です。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

IR 活動はコーポレートアドミニストレーション部が担当い

たします。 
 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、会社情報の適時適切な開示を実施するため、社内規程として、「適時開

示規程」及び「フェア・ディスクロージャー・ルール対応マニュアル」を制定

し、情報収集プロセスや公表プロセスを明文化するとともに、適時に迅速、正

確かつ公平な会社情報の開示に努めてまいります。 

環 境 保 全 活 動 、

CSR 活動等の実施 

今後の検討課題としております。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

上場会社として、「投資者への適時、適切な会社情報の開示が健全な証券市場の

根幹をなすものである」ということを認識し、「投資者の視点に立った迅速、正

確かつ公平な会社情報の開示を徹底する」ことを基本として対応してまいりま

す。そのため、ホームページ、決算説明会等を通じて、ステークホルダーに対

して 情報提供を積極的に行っていく方針であります。 

 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、業務の適正を確保するための体制として、「内部統制システムに関する基本方針」を 2022 年

７月 13 日の取締役会にて決議しており、現在その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行って

おります。その基本方針の内容につきましては、以下のとおりであります。 

 

１．取締役及び従業員（以下「役職員という。」）の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制 

（1）当社では、役職員が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社内規程等に則った職務

執行を行うこととしております。 
（2）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等とも連携し

て、毅然とした姿勢で組織的に対応することとしております。 

（3）取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、業務執行

の決定と取締役の職務の監督を行うこととしております。 
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（4）監査役は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査することとしております。 

（5）内部監査担当者は、当社の法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行うことしており

ます。また、監査を受けた部署は、是正・改善の必要があるときには、速やかにその対策を講ずるこ

ととしております。 
（6）役職員の法令違反については、就業規則等に基づき、処罰の対象とすることとしております。 

（7）役職員の職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確立すること

としております。 

（8）コンプライアンスに関する諸規程、必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を

備え、これを周知し、運営することとしております。 

 

２．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理のための体制 

（1）文書管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要文

書（電磁的記録を含む）は、当該規程等の定めるところに従い、適切に保存、管理するとともに、取

締役及び監査役が閲覧・謄写可能な状態としております。 

（2）情報セキュリティ管理規程を定め、情報資産の保護・管理を行うこととしております。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（1）取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行うことの重要性

を認識した上で、諸リスクの把握、評価及び管理に努めることとしております。 

（2）リスク管理・コンプライアンス規程および BCP（事業継続計画）を定め、災害、事故、システ

ム障害等の不測の事態に備えております。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（1）取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、または必要に応じて

随時開催することとしております。 

（2）取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ迅速に業

務を執行することとしております。 

（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規程、業務分掌規程及び

稟議規程を制定することとしております。 

 

５．役職員が監査役に報告するための体制および当該報告者が不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制 

（1）役職員は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、重要な会議体で

決議された事項、内部監査の状況等について、速やかに監査役に報告することとしております。 

（2）役職員は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況等を報告することとしております。

また、監査役に報告した者が当該報告をした事を理由とする不利益な取り扱いを禁じるものとしてお

ります。 

（3）当社は社内外に窓口を置く内部通報制度を設け、当社における法令違反等を早期に発見する体

制を整備するとともに、通報者に対して通報した事による不利益な取扱いを禁じるものとします。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
（1）現在、当社では、監査役の職務を補助すべき社員はいませんが、監査役又は監査役会から要請

があった場合は、監査役室を置き、必要な人員を配置することとしております。 

（2）監査役の職務を補助すべき社員を置く場合には、当該社員は、取締役の指示命令を受けないも

のとしております。 

 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
監査役室の社員の人事異動、人事考課等については、監査役会の事前の同意を得るものとしておりま

す。 

 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（1）監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行っております。 

（2）監査役は、定期的に監査法人と意見交換を行うこととしております。 

（3）監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の意見・アドバイスを得

ることができることとしております。 
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（4）監査役は、定期的に内部監査担当者と意見交換を行い、連携の強化を図ることとしておりま

す。 

 

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について

生ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等により速やかに処理を行う体制としておりま

す。 

 

10．財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出

のため、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継続

的に評価し、必要な是正を行います。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
当社は、反社会的勢力との関係を排除、反社会的勢力に対する利益供与の防止を目的とする基本方針

を定め、健全な会社経営のため、社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力等とは決して関わりを

持たず、また不当な要求には断固としてこれを拒絶することとしております。 

 

反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、上記基本方針のもと、反社会的勢力排除に向けて、「反社会的勢力排除規程」及び「反社会的

勢力等調査対応マニュアル」を整備し、反社会的勢力との一切の接触を禁止しております。反社会的

勢力への対応部署をコーポレートアドミニストレーション部と定めるとともに、「反社会的勢力等調査

対応マニュアル」に基づいて、新規取引先については、反社チェックツール等により反社会的勢力と

の関係排除に努めております。また、継続取引先についても、年 1 回同様のチェックを実施し、反社

会的勢力との関係排除に努めております。なお、既存取引先が反社会的勢力と関係を有すると判明し

た場合や疑いが生じた場合には、速やかに取引関係を解消し、以降いかなる理由があっても取引を継

続してはならないとしております。加えて、「公益財団法人暴力団追放運動推進都民センター」へ加盟

し、情報収集及び意識の徹底に努めております。 

 

 

Ⅴ．その他 
１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

― 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示手続きに関するフローの模式図を参考資料として

添付しております。 
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【コーポレート・ガバナンス体制の模式図(参考資料)】 

 

 

【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

 

以上 


